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１． 研究課題 

 建築物の建設や都市開発において、ネット・ゼロエネルギービルやネット・ゼロエミッシ

ョン開発が増加してきた。低層新築建築物では、ビル単体でネット・ゼロエミッションを実

現することはもはや不可能ではない。しかしこれらの多くは政府の補助金を活用し、かつ企

業の広告宣伝を兼ねており、建築主や開発主が経済性やその他の動機から自主的に建設や開

発に取り組んでいるわけではない。そこで本研究では、建築や都市開発に関連する省エネル

ギー、低炭素技術の普及促進手法、レジリエント強化策、サステナブル社会への移行を促進

する社会技術開発、移行度合いを測るトランジション・マネジメント技術の開発と実証を行

う。 

 

２． 主な研究成果 

2.1 ゼロエネルギーレジデンスの開発 

外壁面汚れ発生予測システムの開発に向け、汚れの発生に与える影響因子を各集合住宅周

辺の外部環境と対象物件形状による内部環境に二分し、それぞれにおいて各集合住宅全体の

汚れ及び、各壁面箇所の汚れとの関係式を導出した。まず、集合住宅群各物件の全体的な汚

れを定量化するため、外壁に設置された各突起物の汚れ程度に対する数的指標を作成した。

これらの指標と集合住宅全体汚れ定量化式から汚れ具合を数値情報として扱う。得られた数

値に対し、大気汚染物質量等複数の変数から多変量解析を行い、集合住宅周辺の外部環境要

因が建物全体の汚れ具合に与える影響について分析考察を行った。 

続けて研究対象を一棟の物件に特定し、対象物件の建物形状に起因する環境的要因及び物

件内位置が各壁面箇所の汚れ発生に与える影響について詳細な検討を行う。そのためにまず、

画像解析技術を用いて各壁面箇所の汚れを数量的データへ置換した。次に 3D モデル化上で環

境シミュレーション解析を行い、自然環境情報についても同様に数量的データ化する。得ら

れた数値を用いて、多変量解析を行うことで、建物形状が建物外壁汚れ値に与える影響につ

いて分析考察を行った。 

最終的には、7m 以上の壁面にある給排気口と窓が共に、突起物下壁面の汚れ付着から保護

する役割を担うという仮説を立て、その検討を行うこととした。そこで突起物の影響を最小

限にする条件（高さ7m以下かつ突起物無）を満たす壁面箇所において再度重回帰分析を行い、

得られた回帰式とその精度を比較し、仮説の検証を行う。得られた回帰式は以下の式１とな

った。 

Dirt = ( 0.1442×Wind )＋( -0.5693×Hight )＋( 0.4864×Depth )＋ 

( -0.2540×South )＋( -0.2681×West )＋( 0.3424×North )＋ 

( 0.1419×East ) - 0.1528            （式１） 



 

線形回帰式の精度を表す R2 決定係数の値は 0.595 であり、高さ 7m 以下に限定した h.分析

（R2 = 0.450）及び、突起物のない壁面に限定した p.分析（R2 = 0.547）を共に上回った。 

 

2.3 エコスクール災害マネジメント研究 

避難所の電力需要を PV のみで賄う状況を想定し、PV 容量と BT 容量、停電時の SOC といっ

た発電システム設定値を様々に変えてパラメトリックに設定した発電システムケースについ

て、それぞれ電力利用機器使用スケジュールを想定して検討を実施した。各ケースの機器使

用スケジュールについては、使用できる機器の数に応じて算出される生活支障度という評価

指標およびコストを算出し、発電システム設定値との関係を分析することで、各変数の影響

度合いを明らかにする指標を提案した。 
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５． 研究活動の課題と展望 

ゼロエネルギーレジデンスの開発については、対象を省エネルギーに限らず、メンテナン

スなどの省力化にも取り組み、対象を一棟に限った成果ではあるが、精度の高い結果が得ら

れた。今後は多棟での応用と精度の確認を実施したい。 

 


